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＜ⅰＰＤＣＡサイクルの強化及び評価等に関する情報公開の促進＞

《外務省》

○可能な限り定量的な評価に向けた改善

課題別の標準的指標例の改定、アップデート

開発効果の検証が必要な事業（新たな手法、普及等）へのインパクト評価の実施

○外部評価への多様な主体の参加及び評価結果の活用を促進

事業評価外部有識者委員会による評価プロセス等のレビューの定期的実施

○ＯＤＡ「見える化」サイトの活用を促進

ＯＤＡ「見える化」サイトの随時更新

開発協力大綱
の閣議決定

課題別の標準的指標例の作成

《外務省》

＜ⅱ民間部門等の資源の活用及び経済活動を拡大するための触媒としてのＯＤＡの推進＞

「質の高いインフラ」の展開や中小企業等の海外展開支援等によって、民間部門主導の成長を促進し、開発途
上国の経済発展を一層力強くかつ効果的に推進するとともに、日本経済の力強い成長にもつなげていく

○官民連携による開発協力を推進
開発協力大綱
の閣議決定

＜国際機関への拠出について評価の基準・指標を明確化し、多面的・定量的な評価による拠出の妥当性検証＞

《外務省》

《外務省》

国際機関評価
の実施、結果を
平成29年度概
算要求に反映

毎年の予算概算要求に向け、可能な限り定量的・多面的な国際機関評価を実施して拠出の妥当性を検証し、その
結果を翌年度概算要求に反映

個別プロジェクトにイヤマークする任意拠出金について、プロジェクトごとの成果目標を公表するとともに、達成状況をフォローアップ

評価方法や評価対象等につき外部有識者の意見を聴取する等して、更なるＰＤＣＡ強化・透明性確保を推進

《外務省》

②
国
際
機
関
へ
の
拠
出

課題別の標準的指標例を
設定した割合【100％】、
改定割合【必要に応じ、
目安年10％】

インパクト評価の実施件数
【5年間で10件以上】

外 部 評 価 の 着 実 な 実 施
【10億円以上の事業につ
いて100％】

ＯＤＡ「見える化」サイト掲
載案件の更新数【500案
件以上/年】

官民連携の下、
我が国企業の
インフラシステ
ム の 受 注 額
【2020年に約
30兆円】

過去５年間の主
要個別事業の
事後評価結果
(評価がＡ：非常

に高い、Ｂ：高
い、Ｃ：一部課
題がある、Ｄ：
低い)のうち、Ａ

～Ｃの評価が
占める割合)
【85％】

アフリカ開発銀行との共同
イニシアティブも活用しつ
つ、アフリカに対して官民
が実施した質の高いインフ
ラ投資の額【2016年から
の３年間で約100億ドル
（約１兆円）】

「連結性の強化」、「格差是
正」を柱にＡＳＥＡＮに対し
て提供したＯＤＡの額【支
援発表時（2013年）から
の５年間で２兆円規模】
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③
効
率
化
へ
の
取
組
・
調
達
改
革
に
係
る
取
組
等

＜中期防衛力整備計画に基づく効率的な防衛力整備による費用対効果の向上＞

中期防衛力整備計画に基づく調達改革等による効率化の実施

中期防衛力整備計画及び経済・財政再生計画を踏まえ、防衛力整備の着実な推進とともに、調達改革等を通じ、
一層の効率化・合理化を徹底した防衛力整備に努める

新設された防衛装備庁を中心に調達改革の一層の推進

ⅰ）プロジェクト管理手法の導入 ⅱ）ＰＢＬの適用拡大 ⅲ）随意契約の適用可能範囲の類型化、
ⅳ）特別研究官の活用による新しい契約制度の構築 ⅴ）安全保障技術研究推進制度の推進

《防衛省、防衛装備庁》

平成26年度
～平成30年
度において

7,000億円程
度の縮減を
目標とする。

（集中改革期
間において
約4,810億円

の縮減を目
標とする）※

・長期契約を活用した装備品
等及び役務の調達
・維持・整備方法の見直し

・装備品のまとめ買い
・民生品の使用・仕様の見直し、
等による縮減見込額

【累積額の増額】

・プロジェクト管理の導入

プロジェクト管理の重点対象装備品

に選定される品目数（現時点対象12品

目のうち構想段階の２品目を除く10品

目のライフサイクルコストの総額は約

10.5兆円）【増加】

・ＰＢＬの適用拡大

ＰＢＬ導入による維持・整備コストの

縮減見込額 （2016年度予算：99億円

の縮減）【累積額の増額】

・随意契約の適用可能範囲の類型化

随意契約の適用件数【拡大】

・特別研究官の活用による新しい契約

制度の構築

特別研究官による新たな制度の提案
数【拡大】

・安全保障技術研究推進制度の推進
安全保障技術研究推進制度により

採択した研究課題の件数（2016年度
実績は10件）【拡大】 ※「中 期防 衛力

整備計 画（ 平成
26 年 度 ～ 30 年
度）」（平成25年
12月17日閣議決
定）に基づく縮減
目標。金額はい
ずれも契約ベー
ス
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